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令和５年５月１８日 
      

 

 

一般社団法人静岡県設備設計協会 
 

 

 

 



第１１回定時総会次第 
                         

日 時：令和５年５月１８日（木） 

                         １５時３０分～ 

                   場 所：ホテルアソシア静岡 

                   司 会：総務委員長 辻 信之 

 

1  開    会                              技術委員長 川端 猛真 

 

２ 会長挨拶               会 長 神谷 保孝 

 

３ 来賓ご紹介 

 

４ 来賓ご挨拶  顧問 静岡県議会議員        天野   一 様 

         静岡県交通基盤部参事        石川 達也 様 

５ 定足数報告 

 

６ 議長確認 

 

７ 議事録署名人選出 

 

８ 議  事  

〈決議事項〉 

第１号議案 令和４年度収支決算の承認に関する件  

第２号議案 役員の選任に関する件 

〈報告事項〉 

（１）令和４年度事業報告について 

（２）令和５年度事業計画について 

（３）令和５年度収支予算について 

（４）令和５年度理事会の開催予定について 

（５）事務局の体制について 

 

９ 閉  会              広報委員長 長田 武士 

 

          

 

 

＜懇親会：午後５時から＞ 

 

   



（第 1号議案） 

 

 

令和４年度収支決算の承認に関する件 

 

 

   １ 収支計算書 

 

（１） 令和４年度収支計算書（案） 

 

   （２）収支計算書に対する注記 

 

   ２ 財務諸表 

 

   （１）貸借対照表 ＊ 

 

   （２）損益計算書（正味財産増減計算書）＊ 

 

   （３）財務諸表に対する注記 ＊ 

 

   ３ 財産目録 

 

   ４ 残高証明書（写） 

 

   ５ 監査報告書 

 

 

    ＊：定時総会への報告、承認が必要なもの。 

      （定款第３７条第２項） 
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（円）

科　　　　目 予算額 決算額 差異 備　　　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

　１　事業活動収入

　(1)　入会金収入 0 0 0

　(2)　会費収入 5,970,000 5,930,000 40,000

　　①　正会員会費収入 1,610,000 1,610,000 0 70,000円×23社

　　②　賛助会員会費収入 4,360,000 4,320,000 40,000 40,000円×108社

　(3)　事業収入 1,750,000 1,747,000 3,000

　　①　普及啓発事業収入 900,000 1,270,000 △ 370,000

　　　・広報誌発行事業収入 900,000 1,270,000 △ 370,000 広告料

　　②　調査研究事業収入 150,000 32,000 118,000

　　　・設計施工技術共同研修事業収入 150,000 32,000 118,000 視察研修負担金

　　③　その他事業収入 700,000 445,000 255,000

　　　・情報交換事業収入 700,000 445,000 255,000 会員交流会会費

　(4)　負担金収入 400,000 0 400,000

　　①　負担金収入 400,000 0 400,000 総会懇親会負担金

　(5)　雑収入 112,600 13,084 99,516

　　①　受取利息収入 100 84 16

　　②　雑収入 112,500 13,000 99,500 日設事連事務協力費等

　　　事業活動収入計 8,232,600 7,690,084 542,516

　２　事業活動支出

　(1)　事業費支出

　　①　普及啓発事業支出 1,278,200 1,190,265 87,935

　　　・広報誌発行事業支出 1,100,000 1,012,065 87,935 広報誌印刷、送付代等

　　　・ホームページ運営事業費支出 178,200 178,200 0 維持委託料

　　　・分離発注促進事業支出 0 0 0

　　②　調査研究事業支出 514,500 234,779 279,721 委員会交通費、会場費等

　　　･設計技術向上事業支出 136,000 96,623 39,377 視察研修費等

　　　・設計施工技術共同研修事業費支出 378,500 138,156 240,344

　　③　地域社会貢献事業支出 10,000 0 10,000 交通費

　　　・建築設備無料相談事業支出 10,000 0 10,000

　　④　その他事業支出 2,026,000 1,627,023 398,977 交通費等

　　　・ボランティア活動事業支出 55,000 0 55,000

　　　・組織強化事業支出 50,000 50,000 0

　　　・情報交換事業支出 1,921,000 1,577,023 343,977 日設事連会費、東海・北信越ブロック会議等各種会議

　　　事業費支出計 3,828,700 3,052,067 776,633

令和４年度収支計算書（案）
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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科　　　　目 予算額 決算額 差異 備　　　　考

　(2)　管理費支出

　　①　給料手当支出 1,320,000 1,383,250 △ 63,250 事務員

　　②　通勤費支出 96,000 90,440 5,560 事務員

　　③　福利厚生費支出 200,000 246,063 △ 46,063 社会保険料、労働保険料

　　④　会議費支出　 1,272,000 426,577 845,423 総会、理事会、地区会活動助成金等

　　⑤　旅費交通費支出 282,500 243,650 38,850 理事会等

　　⑥　通信運搬費支出 148,200 217,613 △ 69,413 電話、郵送料、メール便代

　　⑦　消耗品支出 70,000 34,903 35,097 事務用品等

　　⑧　印刷製本費支出 50,000 53,197 △ 3,197 デジタル複合機使用料

　　⑨　新聞購読料支出 62,400 62,400 0 建通新聞

　　⑩　光熱水料費支出 69,000 79,104 △ 10,104 電気、水道

　　⑪　賃借料支出 1,040,640 989,900 50,740 家賃、複合機リース

　　⑫　租税公課支出 230,000 515,500 △ 285,500 法人税等

　　⑬　負担金支出 143,600 153,600 △ 10,000 建築物安全確保支援協会会費、各種会合会費

　　⑭　委託費支出　 189,000 195,000 △ 6,000 会計帳簿委託費、コピー機メンテナンス使用料等

　　⑮　慶弔費支出 120,000 10,000 110,000

　　⑯　広告宣伝費支出 0 77,000 △ 77,000

　　⑰　手数料支出 15,000 15,380 594 振込手数料

　　⑱　雑支出 30,000 17,280 12,720 日設事連会員名簿等

　　　管理費支出計 5,338,340 4,810,857 527,483

　　　事業活動支出計 9,167,040 7,862,924 1,304,116

　　　　事業活動収支差額 △ 934,440 △ 172,840 △ 761,600

Ⅱ　投資活動収支の部

　１　投資活動収入

　　　　投資活動収入計 0 0 0

　２　投資活動支出

　 (1)固定資産取得支出 0 0 0

　　　　投資活動支出計 0 0 0

　　　　投資活動収支差額 0 0 0

Ⅲ　財務活動収支の部

　１　財務活動収入

　　　　財務活動収入計 0 0 0

　２　財務活動支出

　　　　財務活動支出計 0 0 0

　　　　財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ　予備費支出 0 0 0

　　　　当期収支差額 △ 934,440 △ 172,840 △ 761,600

　　　　前期繰越収支差額 △ 3,433,658 5,196,134 △ 8,629,792

　　　　次期繰越収支差額 △ 4,368,098 5,023,294 △ 9,391,392

　※科目の流用を認めるものとする。
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収支計算書に対する注記 

 

 

１ 資金の範囲 

  資金の範囲には、現金預金、未収入金、前払金、未払金、前受金及び預り金を含

めている。 

 

なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。 

 

２ 次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳                        

（単位：円） 

科   目 前期末残高 当期末残高 

現 金 預 金 

前 払 金 

未 収 入 金 

合  計 

未 払 金 

前 受 金 

預 り 金 

合  計 

5,157,036 

 102,700 

       0 

4,996,487 

   96,700 

        0 

   5,259,736 5,093,187 

      40,000 

           0 

   20,602 

         44,000 

              0 

         25,893 

 63,602     69,893 

次期繰越収支差額 5,196,134 5,023,294 
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　　　　　（単位：円）

科　　　目 当 年 度 前 年 度 増　   減

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現金　　  100,316 77,019 23,297

         普通預金 2,395,977 2,579,867 △ 183,890

　　　　 定期預金 2,500,194 2,500,150 44

         現金預金合計 4,996,487 5,157,036 △ 160,549

    (２) その他流動資産

　　　　未収入金 0 0 0

　　　　 前払金 96,700 102,700 △ 6,000

         その他流動資産合計 96,700 102,700 △ 6,000

         　　流動資産合計 5,093,187 5,259,736 △ 166,549

  ２．固定資産

    (１) 基本財産

　　　　 　　基本財産合計 0 0 0

　　(２) 特定資産

　　　　　　 特定資産合計 0 0 0

    (３) その他固定資産

　　　　 電話加入権 72,000 72,000 0

　　　　 敷金 147,000 147,000 0

　　　　 什器備品　パソコン一式 143,184 206,821 △ 63,637

　　　　 什器備品　エアコン一式 1 1 0

         その他固定資産合計 362,185 425,822 △ 63,637

         　　固定資産合計 362,185 425,822 △ 63,637

        　　 資産合計 5,455,372 5,685,558 △ 230,186

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債

　　　　 未払金　 44,000 40,000 4,000

         前受金 0 0 0

         預り金 25,893 23,602 2,291

         　　流動負債合計 69,893 63,602 6,291

  ２．固定負債

         　　固定負債合計 0 0 0

         　　負債合計 69,893 63,602 6,291

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

  １．指定正味財産

　　　　　指定正味財産合計 0 0 0

  ２．一般正味財産 5,385,479 5,621,956 △ 236,477

         （うち基本財産への充当額） 0 0 0

         （うち特定資産への充当額） 0 0 0

          正味財産合計 5,385,479 5,621,956 △ 236,477

          負債 及び 正味財産合計 5,455,372 5,685,558 △ 230,186

 貸  借  対  照  表 
令和5年3月31日現在
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（単位：円）

科      目 当 年 度 前 年 度 増　   減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

    １． 経常増減の部

      (１) 経常収益

        ①　受取入会金

　　　　　　 入会金 0 0 0

        ②  受取会費

　　　　　　 会員会費 5,930,000 6,170,000 △ 240,000

        ③  事業収益

             広告料 1,270,000 1,400,000 △ 130,000

　　　　　　 事業受託費 0 0 0

　           研修会費 477,000 0 477,000

　           事業収益計 7,677,000 7,570,000 107,000

　      ④　雑収入等

　　　　　 　雑収入 13,084 13,057 27

　　　　　　 寄付金 0 0 0

　　         雑収入等計 13,084 13,057 27

          経常収益計 7,690,084 7,583,057 107,027

      (２) 経常費用

        ① 事業費

　　　　　　普及啓発事業費 1,190,265 1,181,348 8,917

　　　　　　調査研究事業費 234,779 0 234,779

　　　　　　地域社会貢献事業費 0 0 0

　　　　　　その他事業費 1,627,023 723,402 903,621

          事業費計 3,052,067 1,904,750 1,147,317

        ② 管理費

            会議費等 4,285,357 4,014,506 270,851

            慶弔費等 10,000 0 10,000

            什器備品減価償却費 63,637 47,727 15,910

          　管理費計 4,358,994 4,062,233 296,761

        ③ 公課費

            公課費 515,500 235,300 280,200

          経常費用計 7,926,561 6,202,283 1,724,278

            当期経常増減額 △ 236,477 1,380,774 △ 1,617,251

    ２． 経常外増減の部

      (１) 経常外収益

          経常外収益計 0 0 0

      (２) 経常外費用

        ① 固定資産除却損 0 0 0

         経常外費用計 0 0 0

            当期経常外増減額 0 0 0

            当期一般正味財産増減額 △ 236,477 1,380,774 △ 1,617,251

            一般正味財産期首残高 5,621,956 4,241,182 1,380,774

            一般正味財産期末残高 5,385,479 5,621,956 △ 236,477

Ⅱ 指定正味財産増減の部

            当期指定正味財産増減額 0 0 0

            指定正味財産期首残高 0 0 0

            指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 5,385,479 5,621,956 △ 236,477

 正味財産増減計算書
令和4年4月1日から令和5年3月31日まで
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財務諸表に対する注記 

 

 

１ 重要な会計方針 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

固定資産の減価償却は、次の方式を採用している。 

 

定額法 エアコン、パソコン 

 

２ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

 

                                （単位：円） 

什器備品科目の物件 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

エアコン 215,225 215,224 1 

パソコン 254,548 111,364 143,184 

 

 

３ 基本財産、特定資産及び引当金の明細 

  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３３条に規定する記載事 

 項はない。 
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財 産 目 録 

令和５年３月３１日現在 

（単位：円） 

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額 

（流動資産）  

現金 

 

預金 

 

 

 

 

 

前払金 

 

 

手元保管 

 

普通預金 

（静岡銀行駅南支店） 

 

定期預金 

（静岡銀行駅南支店） 

 

㈱スミカ 

㈱スミカ 

宇式ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 

 

運転資金として 

 

運転資金として 

 

 

当座資金として 

 

 

令和5年4月家賃 

4月分自動振込手数料 

パソコン保守料金 

 

100,316 

 

2,395,977 

 

 

2,500,194 

 

 

77,000 

200 

19,500 

流動資産合計  5,093,187 

（固定資産） 

その他固定資産 

 

電話加入権 

 

敷金 

 

什器備品 

 

事務所 

 

事務所 

 

エアコン 

パソコン 

 

 

事務所用として 

 

事務所用として 

 

事務所用として 

事務所用として 

 

72,000 

 

147,000 

 

1 

143,184 

固定資産合計  362,185 

  資産合計 5,455,372 

（流動負債）  

未払金 

 

預り金 

 

帳簿作成業務 

 

源泉所得税 

 

雇用保険料本人負担分 

 

社会保険料本人負担分 

 

緒方事務所 

 

事務局職員 

（令和5年1～3月） 

事務局職員 

(R4年4～R5年3月） 

事務局職員 

（令和5年3月） 

 

44,000 

 

1,940 

 

5,135 

 

18,818 

 

流動負債合計  69,893 

  負債合計 69,893 

正味財産 5,385,479 
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（第２号議案） 

 

役員の選任に関する件 

 

 現役員（理事及び監事）の任期は第１１回定時総会の終結の時までとなるため、 

新たに役員を選任する。 

 

選任する役員候補一覧 

 

（任期：第１１回定時総会から第１３回定時総会の間） 

区分 氏名 所属 否 認 

理事 長田 武士 ㈲オサダ設計取締役   

理事 佐々木哲男 佐々木設備設計事務所代表   

理事 後藤 利基 ㈱ＰＬＡＮ－Ｇエンジニアリング代表取締役   

理事 村松  宏 ㈲モア設備設計事務所代表取締役   

理事 伴  光正 ㈱パブリック設備研究所代表取締役   

理事 杉山  敬 杉山設備設計事務所代表   

監事 名波 睦生 ナナミ電気設計代表   
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                                報告事項（１）                                                                                                                       

令和４年度事業報告書 

  

 令和 4年度事業計画書に基づき、以下のとおり事業を実施した。 

 

１ 普及啓発事業 

建築設備等の知識に関する普及啓発及び情報の提供を行った。 

（１）広報誌発行事業 

   広報誌「風とあかり」第 44号を 8月に発行し、関係機関・団体等約 1,040か所、1,300部を

配付した。 

内容としては、例年掲載している委員会や地区会の活動報告、会員のフリートーク等の他技

術レポートを掲載し、また「設備設計・監理受注実績」を広報誌内に掲載する等、建築設備等

の情報提供をより多く、より親しみやすいものとした。 

新型コロナ感染症拡大の影響を受け、委員会はリモート、メールでの作業となり、昨年に引

き続きいろいろと模索しながらの発行となった。 

（広報委員会） 

 

（２）ホームページ運営事業 

ホームページの充実を図り、広く県民に協会に関する情報や建築設備に関する技術情報の提供

などを行った。 

 情報のアップを遅滞なく行うことにより、タイムリーな情報を提供することが出来た。 

（広報委員会） 

 

２ 調査研究事業 

社会的要請に応えるための建築設備等の技術に関する調査研究を行った。 

（１） 建築設備設計技術向上事業 

コロナ禍で開催出来ない年が続いたが、３年振りに技術講習会を開催した。 

①  技術講習会 

  「カーボンニュートラル実現に向けたＺＥＢの推進について」と 

「建築基準法改正の解説～今後の法改正における設備設計への影響～」についての 

 技術講習会を開催し、建築設備設計技術の向上を目指した。 

 

 ○日 時 : 令和 4年 10月 28日(金)14時～17時 

  ○場 所 : 静岡市産学交流センター プレゼンテーションルーム 

 ○受講者 : 61名 

 

  ＜第一部＞ 

   演題 : 「カーボンニュートラル実現に向けたＺＥＢの推進について」    

講師 : 一般財団法人静岡県建築住宅まちづくりセンター  

省エネ課 課長 朝日英喜（あさひ ひでき）様              

 概要 : カーボンニュートラルへの対策としての ZEBの定義、メリットから導入実績事例を説

明し、ZEBに向けた手法・技術の紹介、また、まちづくりセンターHPからの BELS書

式等の案内をしていただいた。 
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 ＜第二部＞ 

   演題 :「建築基準法改正の解説～今後の法改正における設備設計への影響～」  

講師 : 一般財団法人静岡県建築住宅まちづくりセンター 

中部事務所 所長 兼田 賢二（かねた けんじ）様 

 概要 : 建築基準法をメインに解説をして頂き、われわれの実務に関わる講習が行われた。 

 

（２） 設計施工技術共同研修事業 

設備工事施工団体との共同事業により建築設備の設計及び施工技術に関する共同研修を行

い、お互いの技術の研鑽を図るため、視察研修を行った。この事業も３年振りの再開であ

った。また、今年度は県立工科短期大学校において生徒を対象にした出前講座を行った。 

   ①視察研修 

○日  時：令和 4年 11月 25日（金） 

○場  所：パーパス株式会社エコベストファーム 

      静岡県富士宮市上井出字見返 3508 

○出 席 者：9名((一社)静岡県設備協会 9名) 

○研修概要：エコベストファームは、生産工場と研究開発棟（テクニカルセンター）が建つ。生

産の分散化、環境に配慮した高効率給湯器エコジョーズの専用工場として、研究開発か

ら部品加工、組立までを一貫して行っている。講習では、業務用給湯器の最新機器の説

明と機械室設置対応 業務用マルチ給湯器の説明をしていただいた。工場見学では 

         作業の見える化で、効率の良い作業をしていることが印象的であった。 

   ②出前講座 

○日  時：令和 4年 10月 27日（木）10時 30分～12時 20分 

○場  所：静岡県立工科短期大学校 

○出 席 者：教職員、電気科生徒、建築設備科生徒、県設備課 

○内  容：県立工科短期大学校設計概要説明 

      完成建物の見学 

      施工建物の見学 

      質疑応答 

（技術委員会） 

 

３ 地域社会貢献事業 

  建築設備相談会の開催などの地域社会に貢献する事業を行った。 

（１）建築設備無料相談事業 

   建築設備についての新築計画、リニューアル又は現設備に係るトラブルなどに対するアドバ

イスのため、協会ホームページ上において無料相談コーナーを開設している。 

（地区会） 

 

４ その他事業 

その他この法人の目的を達成するために必要な事業を行った。 

（１）他団体等との情報交換事業 

   建築設備設計に関わる情報交換を行い法人の事業活動の推進に資することとした。 

① 県担当課との意見交換会 

   静岡県交通基盤部建設支援局設備課と当協会との意見交換会を開催し、設備設計に関わる

技術的事項などについて設備課担当から説明を受け、質疑応答を行い、さらに協会からの

意見を述べた。 

○日 時：令和４年 10月 21日(水) 14時～16時 

◯場 所：静岡市産学交流センター演習室４ 
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○出席者：静岡県（8名）、協会（8名） 

○内 容：設計監理業務に係る質疑応答等を行った。  

      （総務委員会） 

  ② 会員交流会 

  正会員と賛助会員が一堂に会し、情報交換等を行った。 

 ○日 時：令和 5年 1月 27日（金）18時～20時 

    ○場 所：ホテルアソシア静岡 ３階「駿府Ⅱ」 

    ○出席者：89名 

（総務委員会） 

③  中部地方整備局との意見交換会 

国土交通省中部地方整備局営繕部と東海４県設備設計協会（事務所協会）との意見交換会

を開催し、中部地方整備局からの情報提供、意見交換などを行った。 

    ○日 時：令和 4年 6月 10日（金）15時～16時 30分 

    ○会 場：中部地方整備局 会議室 

    ○参加協会：（一社）愛知県設備設計監理協会、岐阜県設備設計事務所協会 

          （一社）静岡県設備設計協会、（一社）三重県設備設計事務所協会 

    ○出席者：中部地方整備局（6名）、各県協会役員（12名内当協会 2名） 

    ○内 容：国土交通省中部地方整備局営繕部からの情報提供 

         各県協会における業界の最近の状況等について 

         意見交換 

（事務局） 

④  (一社)日本設備設計事務所協会連合会第 6回東海・北信越ブロック協議会 

 (一社)日本設備設計事務所協会連合会では、地域の活動を強化することを重視するポイン

トの一つとしており、当協会の属する東海・北信越ブロックの第 6回協議会を福井県で開

催した。会議は対面とリモートの併用で開催され、当協会は、リモート出席した。 

○日 時：令和 4年 10月 14日（金）15時～17時 

    ○会 場：ザ・グランユアーズフクイ及び zoomによる web開催 

    ○内 容：・各単位会の活動状況について 

         ・連合会の活動について 

    ○出席者：業務執行理事・相談役(日設事連理事) 4名 

                                       （事務局）  

    ⑤ (一社)日本設備設計事務所協会連合会第 10回東海ブロック連絡会 

○日 時：令和 4年 7月 14日（木）16時 30分～ 

    ○会 場：(一社)愛知県設備設計監理協会事務局+zoom 

    ○内 容：・各県協会の状況について 

         ・国交省・業務報酬基準実態調査について 

         ・その他情報交換 

    ○出席者：神谷会長、後藤副会長(ともに zoom出席) 

                                       （事務局） 

 ⑥ (一社)日本設備設計事務所協会連合会正会員（単位会）会長会議 

    神谷会長がリモートで出席した。 

○日 時：令和 5年 1月 31日（火）14時～16時 

    ○会 場：如水会館+web開催 

    ○内 容：・日設事連の活動報告及び単位会との意見交換 

         ・次期役員候補者報告 

 （事務局） 
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⑦ (一社)日本設備設計事務所協会連合会理事会 

日設事連理事の植田相談役がリモートで出席した。 

第 411回理事会 

    ○日 時：令和 4年 4月 27日（水）13時 30分～17時 

    ○会 場： エッサム神田ホール+ zoom 

     ○内  容:  1．第 70回定時総会付議事項に関する件 

          2．各委員会報告・計画及び関連協議の件 

          3. サイバーリスク保険に係るレクチャー 

    第 412回理事会 

 ○日 時：令和 4年 6月 29日（水）11時～14時 30分 

    ○会 場： 如水会館+zoom 

○内  容:  1. 第 70回定時総会付議事項の件 

第 413回理事会 

○日 時：令和 4年 9月 13日（火）13時 30分～17時 

    ○会 場： エッサム神田ホール+ zoom 

○内  容:  1. 次期役員改選に関する件 

      2. 各委員会報告・計画及び関連協議の件 

（事務局） 

⑧ (一社)日本設備設計事務所協会連合会管理委員会 

    日設事連の総務部管理委員会に当協会の神谷会長が委員としてリモートで出席した。 

    第１回管理委員会 

    ○日 時：令和 4年 6月 6日（水）15時～17時 

    ○会 場：zoomによる web開催 

     ○内  容: 1．サイバー保険の新設に係る協議 

         2．単位会構成員属性調査アンケートに係る報告及び関連協議 

    第２回管理委員会 

 ○日 時：令和 4年 8月 2日（月）15時～17時 

    ○会 場：zoomによる web開催 

○内  容: 1. サイバーリスク保険に関する webセミナー実施計画他  

（事務局） 

（２）組織強化事業 

    協会の組織強化対策としての事業を行った。 

  ① インターンシップの受け入れ 

    県立工科短期大学校の学生を協会員の事業所で事業実習を行った。設備業界への興味をも

ってもらい、建築設備設計技術者の若年層への裾野を広げることを目的としていく。 

    正会員の 3事業所で 5名の受け入れを行った。 

 ② 専門校の非常勤講師の派遣 

   県立浜松技術専門校より、非常勤講師の要請があり、社会の要請に即応した有能な技術者、 

技能者の養成に努めている設備技術科へ、西部地区の正会員が非常勤講師を務めた。 

 （事務局）                                 

 

５ 法人管理事業 

業務執行理事会、理事会、総会などの会議の開催、事務局事務などを通じて法人の全般的な管

理運営を行った。 

（１）業務執行理事会 

  7回開催した。 

   ・令和 4年 5月 24日、令和 4年 6月 24日、令和 4年 7月 29日 
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令和 4年 9月 16日、令和 4年 11月 11日、令和 4年 12月 9日 

令和 5年 3月 10日 

（２）理事会 

   5回開催した。 

   ・令和 4年 4月 22日、令和 4年 6月 24日、令和 4年 9月 16日 

令和 4年 12月 9日、令和 5年 3月 10日 

（３）総会 

   定時総会を 1回開催した。 

   ・第 10回定時総会 令和 4年 5月 24日 

 

 <付属明細書について>  

  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34 条第３項に規定する付属

明細書については、事業報告の内容を補足する重要な事項が無いので作成をしない。 
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報告事項（２） 

 

令和５年度事業計画書 

 

 新型コロナ感染症により３年間自粛状況が続いていたが、このところ緩和の動きがある。協会の

活動も、感染症対策に留意しながらコロナ禍以前の状況に戻りつつある。当協会では、建築物の省

エネ・防災・減災・安心・安全等の新しい技術の向上を目指し、また広く公益性に富んだ事業活動

を推進していく。 

 事業内容としては、建築設備等の知識に関する普及啓発及び情報の提供、社会的要請に応えるた

めの建築設備等の技術に関する調査研究、建築設備相談会の開催など地域社会に貢献する事業等を

具体的な事業内容を策定し、これらの事業を推進することとしている。 

  

１ 普及啓発事業 

建築設備等の知識に関する普及啓発及び情報の提供を行う。 

（１）広報誌発行事業 

広報誌「風とあかり」を年１回発行し、当協会の活動状況報告、建築設備に関わる最新の技 

術や省エネルギー対策、長寿命化や防災機能の紹介などの技術情報提供を行い、協会の発展

に繋がる広報誌作成を目指す。 

特に、賛助会員などの協力も得て建築設備に関する最新技術情報の提供を行うとともに、

親しみやすく、読みやすいコンテンツも掲載する。 

（２）ホームページ運営事業 

ホームページを充実させ、広く県民に協会に関する情報や建築設備に関する技術情報の提

供を行う。また、設備面での分煙技術支援事業を展開し社会的要請に応じる。 

（３）分離発注促進事業 

   「設備設計・監理受注実績」を広報誌内に掲載し、関係先へ配付を行い、設備設計の分離発

注により建築設備の長寿命、省エネルギー化などを的確に進めることへの理解を促進する。 

 

２ 調査研究事業 

社会的要請に応えるための建築設備等の技術に関する調査研究を行う。 

（１）建築設備設計技術向上事業 

   省エネルギーを考慮した施設や新エネルギーの利用を促進した施設の現地研修会、建築物の

エネルギー消費効率の向上及び防災・減災、安心・安全等についての技術講習会を通じて

より良い建築設備設計技術の向上を目指す。 

 

（２）設計施工技術共同研修事業 

   設備工事施工団体との共同事業により建築設備の設計及び施工技術に関する共同研修を行い、

お互いの技術の研鑽を図る。本年度は視察研修を行う。 
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３ 地域社会貢献事業 

建築設備相談会の開催等地域社会に貢献する事業を行う。 

（１）建築設備無料相談事業 

   建築設備についての新築計画、リニューアル又は現設備に係るトラブルなどに対するアドバ

イスのための無料相談コーナーをホームページ上に開設する。 

   また、必要に応じ現場での出張相談も行う。 

 

４ その他事業 

その他この法人の目的を達成するために必要な事業を行う。 

（１）ボランティア活動事業 

   様々なボランティア活動を通じて広く地域社会に貢献する。 

  ① 地域の清掃活動などを通じて環境保全の向上を図る。 

② 福祉団体やボランティア団体との交流、情報交換等を行い協力、援助をしていく。 

（２）他団体等との情報交換事業 

   各県の設備設計協会の総意の中央団体としての(一社)日本設備設計事務所協会連合会を通じ

て各地区協会との情報交換を行い、また意見等を発信しながら協会事業の円滑な運営を図る。 

県担当課との意見交換会、会員交流会、東海四県技術連絡会・意見交換会、東海・北信越ブ

ロック協議会などを通じて建築設備設計に関わる情報交換を行い法人の事業活動の推進に資す

る。 

（３）組織強化事業 

次世代の技術者の育成を目標に設備関連大学等とのインターンシップ・出前講座等交流を行う。 

         

５ 法人管理事業 

理事会、総会、業務執行理事会などの会議の開催、事務局事務などを通じて法人の全般的な管

理運営を行う。 
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      報告事項(３)

（円）

科　　　　目 予算額 前年度予算額 増　減 備　　　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

　１　事業活動収入

　(1)　入会金収入 0 0 0

　(2)　会費収入 5,670,000 5,970,000 △ 300,000

　　①　正会員会費収入 1,470,000 1,610,000 △ 140,000 70,000円×21事務所

　　②　賛助会員会費収入 4,200,000 4,360,000 △ 160,000 40,000円×105社

　(3)　事業収入 1,850,000 1,750,000 100,000

　　①　普及啓発事業収入 1,000,000 900,000 100,000

　　　・広報誌発行事業収入 1,000,000 900,000 100,000 広告料

　　②　調査研究事業収入 150,000 150,000 0

　　　・設計施工技術共同研修事業収入 150,000 150,000 0

　　③　その他事業収入 700,000 700,000 0

　　　・情報交換事業収入 700,000 700,000 0 会員交流会会費

　(4)　負担金収入 560,000 400,000 160,000

　　①　負担金収入 560,000 400,000 160,000 総会懇親会負担金

　(5)　雑収入 112,550 112,600 △ 50

　　①　受取利息収入 50 100 △ 50

　　②　雑収入 112,500 112,500 0 日設事連事務協力費等

　　　事業活動収入計 8,192,550 8,232,600 △ 40,050

　２　事業活動支出

　(1)　事業費支出

　　①　普及啓発事業支出 1,278,200 1,278,200 0

　　　・広報誌発行事業支出 1,100,000 1,100,000 0 印刷費、送付代等

　　　・ホームページ運営事業支出 178,200 178,200 0 維持委託料

　　②　調査研究事業支出 506,000 514,500 △ 8,500

       ･設計技術向上事業支出 136,000 136,000 0 委員会交通費、会場費等

　　　・設計施工技術共同研修事業支出 370,000 378,500 △ 8,500 視察研修費等

　　③　地域社会貢献事業支出 10,000 10,000 0

　　　・建築設備無料相談事業支出 10,000 10,000 0 交通費

　　④　その他事業支出 2,036,000 2,026,000 10,000

　　　・ボランティア活動事業支出 55,000 55,000 0 交通費等

　　　・情報交換事業支出 1,881,000 1,921,000 △ 40,000 日設事連会費、東海・北信越ブロック会議等各種会議

　　　・組織強化事業支出 100,000 50,000 50,000

　　　事業費支出計 3,830,200 3,828,700 1,500

令和５年度収支予算書（資金収支ベース）
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで
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科　　　　目 予算額 前年度予算額 増　減 備　　　　考

　(2)　管理費支出

　　①　給料手当支出 1,320,000 1,320,000 0 事務員

    ②　通勤費支出 96,000 96,000 0 事務員

　　③　福利厚生費支出 200,000 200,000 0 社会保険料、労働保険料

　　④　会議費支出　 994,000 1,272,000 △ 278,000 総会、理事会等

　　⑤　旅費交通費支出 267,500 282,500 △ 15,000 理事会等

　　⑥　通信運搬費支出 148,200 148,200 0 電話、プロバイダー等

　　⑦　消耗品支出 50,000 70,000 △ 20,000 文具等

　　⑧　印刷製本費支出 50,000 50,000 0 デジタル複合機使用料

　　⑨　新聞購読料支出 62,400 62,400 0 建通新聞

　　⑩　光熱水料費支出 69,000 69,000 0 電気、水道

　　⑪　賃借料支出 1,073,040 1,040,640 32,400 事務所家賃、複合機リース

　　⑫　租税公課支出 300,000 230,000 70,000 法人税等

　　⑬　負担金支出 123,600 143,600 △ 20,000 建築物安全確保支援協会会費、各種会合会費

　　⑭　委託費支出　 176,000 189,000 △ 13,000 会計処理委託

　　⑮　慶弔費支出 120,000 120,000 0

　　⑯　手数料支出 15,000 15,000 0

　　⑰　雑支出 30,000 30,000 0

　　　管理費支出計 5,094,740 5,338,340 △ 243,600

　　　事業活動支出計 8,924,940 9,167,040 △ 242,100

　　　　事業活動収支差額 △ 732,390 △ 934,440 202,050

Ⅱ　投資活動収支の部

　１　投資活動収入 0 0

　　　　投資活動収入計 0 0

　２　投資活動支出 0

　　　　投資活動支出計 0 0

　　　　投資活動収支差額 0 0

Ⅲ　財務活動収支の部

　１　財務活動収入 0 0

　　　　財務活動収入計 0 0

　２　財務活動支出 0 0

　　　　財務活動支出計 0 0

　　　　財務活動収支差額 0 0

Ⅳ　予備費支出

　　　　当期収支差額 △ 732,390 △ 934,440 202,050

　　　　前期繰越収支差額   △4,368,098   △3,433,658 △934,440

　　　　次期繰越収支差額   △5,100,488   △4,368,098 △612,390
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(単位：円）

普及啓発 調査研究 地域社会 その他 共通 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

受取入会金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受取会費 0 0 0 0 0 0 5,670,000 0 5,670,000

正会員受取会費 1,470,000 1,470,000

賛助会員受取会費 0 4,200,000 4,200,000

事業収益 1,000,000 150,000 0 700,000 0 1,850,000 0 0 1,850,000

普及啓発事業収益 1,000,000 1,000,000 1,000,000

調査研究事業収益 150,000 150,000 150,000

地域社会貢献事業収益 0 0 0

その他事業収益 700,000 700,000 700,000

受取負担金 0 0 0 0 0 0 560,000 0 560,000

受取負担金 0 560,000 560,000

雑収益 0 0 0 0 0 0 112,550 0 112,550

受取利息 50 50

雑収益 0 112,500 112,500

経常収益計 1,000,000 150,000 0 700,000 0 1,850,000 6,342,550 0 8,192,550

（２）経常費用

事業費 1,278,200 506,000 10,000 2,036,000 0 3,830,200 0 3,830,200

会議費 60,000 48,000 866,000 974,000 974,000

旅費交通費 114,000 381,000 10,000 540,000 1,045,000 1,045,000

通信運搬費 100,000 100,000 100,000

消耗品費 6,000 6,000 6,000

印刷製本費 800,000 10,000 810,000 810,000

賃借料 17,000 5,000 22,000 22,000

諸謝金  20,000 20,000 20,000

支払負担金　 610,000 610,000 610,000

委託費 198,200 198,200 198,200

雑費 30,000 15,000 45,000 45,000

管理費 5,158,377 0 5,158,377

給料手当 1,320,000 1,320,000

通勤手当 96,000 96,000

福利厚生費 200,000 200,000

会議費 994,000 994,000

旅費交通費 267,500 267,500

通信運搬費 148,200 148,200

減価償却費 63,637 63,637

消耗品費 50,000 50,000

印刷製本費 50,000 50,000

新聞購読料 62,400 62,400

光熱水料費 69,000 69,000

賃借料 1,073,040 1,073,040

租税公課 300,000 300,000

支払負担金　 123,600 123,600

委託費 176,000 176,000

慶弔費 120,000 120,000

手数料 15,000 15,000

雑費 30,000 30,000

経常費用計 1,278,200 506,000 10,000 2,036,000 0 3,830,200 5,158,377 0 8,988,577

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 278,200 △ 356,000 △ 10,000 △ 1,336,000 0 △ 1,980,200 1,184,173 0 △ 796,027

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 278,200 △ 356,000 △ 10,000 △ 1,336,000 0 △ 1,980,200 1,184,173 0 △ 796,027

当期一般正味財産増減額 △ 278,200 △ 356,000 △ 10,000 △ 1,336,000 0 △ 1,980,200 1,184,173 0 △ 796,027

令和5年４月１日から令和6年３月３１日まで

令和5年度収支予算書（損益ベース）

法人会計 内部取引控除 合計科     目
その他会計
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報告事項（４） 

 

令和５年度理事会開催予定 

 

年月日（曜） 議  題 備  考 

令和５年４月２１日（金） 

 

○決議事項 

・第１１回定時総会について 

・令和４年度事業報告について 

・令和４年度収支決算について 

 

○報告事項 

・日設事連関係報告事項について 

・令和５年度理事会の開催予定について 

・その他 

 

     ５月１８日（木） ・会長（代表理事）の選定について 

・副会長及び専務理事の選定について 

 

     ７月中旬 

 

・諸議題  

    １１月中旬 ・業務執行理事の業務執行状況報告 

・諸議題 

 

３月上旬 

 

・業務執行理事の業務執行状況報告 

・令和５年度事業計画等の検討 

・その他諸議題 

 

注１）理事会出席者：理事及び監事 

委員長３名（理事兼務） 

地区幹事長３名 

 ２）業務執行理事会（正副会長及び専務理事）を臨機に開催し、事業執行の協議決

定をする。 

 

報告事項（５） 

 

事務局の体制について 

 

 令和５年４月１日以降の事務局の体制は下記のとおりである。 

 

記 

 

・月曜日～金曜日 

  事務員が９時から１５時まで勤務する。（１２時～１３時の休憩時間を除く） 
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